
３委員会未付託議案の要旨

　　　　　　　　　　※内閣が衆議院に提出した議案で、参議院に送付されていないものも含む。

　（内閣提出法律案）

　　　　　　　　　　　　　　労働契約法案（閣法第80号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　就業形態の多様化、個別労働関係紛争の増加等に対応し、労働者の保護を図りつつ、個

別の労働関係の安定に資するようにするため、労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、

労働契約が合意により成立し、又は変更されるという合意の原則及び労働契約と就業規則

との関係等を定めようとするものである。

　　　　　　　　　労働基準法の一部を改正する法律案（閣法第81号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　長時間にわたり労働する労働者の割合が高い水準で推移していること等に対応し、労働

以外の生活のための時間を確保しながら働くことができるようにするため、一定の時間を

超える時間外労働について割増賃金の率を引き上げるとともに、年次有給休暇について一

定の範囲で時間を単位として取得できることとするものである。

　　　　　　　　　最低賃金法の一部を改正する法律案（閣法第82号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　就業形態の多様化の進展等の社会経済情勢の変化の中で、最低賃金制度が十全に機能す

るようにするため、国内の各地域ごとにすべての労働者に適用される最低賃金を決定しな

ければならないこととするとともに、その考慮要素について見直しを行うほか、罰則の整

備等の措置を講じようとするものである。

　　　　　　安全保障会議設置法等の一部を改正する法律案（閣法第93号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、安全保障会議設置法等の一部を改正し、安全保障会議の名称を国家安全保

障会議に改め、その審議事項を国家安全保障に関する事項に拡充し、国家安全保障に関す

る外交政策及び防衛政策の基本方針等の一定の事項について内閣総理大臣、外務大臣、防

衛大臣、内閣官房長官等により同会議の審議を行うことができることとするとともに、同

会議に特定の事項を専門的に調査審議する専門会議を置くことができることとするほか、

同会議に事務局を設置すること等を定めようとするものである。



　　　　　　　　　放送法等の一部を改正する法律案（閣法第94号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　通信・放送分野の改革を推進するため、日本放送協会（ＮＨＫ）について、監査委員会

の設置等、業務の適正な執行を確保するための内部組織の強化等の措置を講ずるほか、２

以上の地上系一般放送事業者を子会社とする持株会社の制度を創設するとともに、無線局

の開設に関するあっせん・仲裁手続の創設等、電波の有効利用を促進するための制度を設

ける等の改正を行おうとするものである。

　　　　被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正

　　　　する法律案（閣法第95号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　今後の被用者年金制度の成熟化、少子高齢化の一層の進展等に備え、当該制度について、

公的年金制度の一元化を展望しつつ、制度の安定性を高めるとともに、民間被用者及び公

務員を通じ、将来に向けて、保険料負担及び保険給付の公平性を確保することにより、公

的年金制度全体に対する国民の信頼を高めるため、公務員及び私立学校教職員についても

厚生年金保険制度を適用する措置を講ずる等のほか、短時間労働者への厚生年金保険制度

の適用拡大、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度の改善等の

措置を講じようとするものである。

　　　　　　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律案

　　　　　　（閣法第97号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、地方公務員に係る制度の改革を進めるため、人事評価制度の導入等により

能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図るとともに、再就職者による依頼等の規制の導

入等により退職管理の適正を確保しようとするものである。

　　　　犯罪の国際化及び組織化並びに情報処理の高度化に対処するための刑法等

　　　　の一部を改正する法律案（第163回国会閣法第22号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約の締結に伴い、組織的な犯

罪の共謀罪の新設等をするとともに、組織的に実行される強制執行妨害事犯等についての

処罰規定を整備し、サイバー犯罪に関する条約の締結に伴い、不正指令電磁的記録作成等

の行為についての処罰規定、電磁的記録に係る記録媒体に関する証拠収集手続の規定等を

整備しようとするものである。



（本院議員提出法律案）　　　

　　　　　救急業務と救急医療との連携協力を強化するための救急制度改革の

　　　　　推進に関する法律案（参第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　救急隊の出動件数が急増し、救急業務の高度化が求められているとともに、医療制度及

び消防組織の改革等により医療機関の集約化と救急業務の広域化が進み傷病者の医療機関

への搬送が長距離にわたるおそれが生じているにもかかわらず、救急業務と救急医療が異

なる主体によって行われ両者の間の連携協力が十分でないことにかんがみ、救急制度改革

を集中的かつ計画的に推進するため、その基本的な理念及び方針、国の責務その他の基本

となる事項を定めようとするものである。

　　　　　　　　　　　　学校安全対策基本法案（参第４号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、学校安全対策に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び学校

の設置者の責務を明らかにするとともに、学校安全対策の推進に関する施策の基本となる

事項を定めようとするものである。

　　　　　　　　　　　民法の一部を改正する法律案（参第10号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、女性にとっての婚姻の自由の拡大に資するため、再婚禁止期間を６箇月か

ら100日に短縮する等の措置を講じようとするものである。

　　　　　財政が破綻（たん）状態にある市町村の義務教育関係事務の国への移管制度

　　　　　の創設に関する法律案（参第11号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本法律案は、財政が破綻状態にある市町村において小学校及び中学校における適切な教

育環境を確保することが困難であることにかんがみ、義務教育関係事務の国への緊急移管

制度を創設するために必要な基本的事項を定めるものである。

　　　　　戦没者等の妻に対する特別給付金支給法による特別給付金の支給に

　　　　　係る時効の特例等に関する法律案（参第14号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　戦没者等の妻に対する特別給付金支給法による特別給付金の支給について適切な方法に

より周知が図られなかったことによって、消滅時効の完成により当該特別給付金を受ける

権利を失った者が多数存在することにかんがみ、同法による特別給付金の支給に係る時効

の特例等に関し必要な事項を定めようとするものである。



（予備費等支出承諾）

　　平成十八年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　一般会計予備費予算額2,500億円のうち、平成18年４月18日から19年１月30日までの間

に使用を決定した金額は224億円で、その内訳は、①賠償償還及払戻金の不足を補うため

に必要な経費51億円、②国際的なテロリズムの防止及び根絶のための国際社会の取組に積

極的かつ主体的に寄与するため自衛隊が実施する協力支援活動等に必要な経費49億円など

である。

　　　平成十八年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　特別会計予備費予算総額１兆7,212億円のうち、平成18年12月20日に使用を決定した金

額は13億円で、その内訳は、森林保険特別会計における保険金等の不足を補うために必要

な経費13億円である。

　　平成十八年度特別会計予算総則第十二条に基づく経費増額総調書及び各省各庁

　　所管経費増額調書（その1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　平成18年６月30日から18年12月１日までの間に決定した経費増額総額は736億円で、そ

の内訳は、①道路整備特別会計における道路事業の調整等に必要な経費の増額267億円、

②治水特別会計治水勘定における河川事業の調整等に必要な経費の増額167億円などであ

る。

　　　平成十八年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　一般会計予備費予算額2,500億円のうち、平成19年３月６日から19年3月9日までの間

に使用を決定した金額は74億円で、その内訳は、①新型インフルエンザ対策強化に必要な

経費72億円、②訟務費の不足を補うために必要な経費１億円などである。

　　　平成十八年度特別会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書（その2)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　特別会計予備費予算総額１兆7,212億円のうち、平成19年３月15日に使用を決定した金

額は０億円で、その内訳は、森林保険特別会計における保険金等の不足を補うために必要

な経費０億円である。



（ＮＨＫ決算）

　　　　日本放送協会平成十七年度財産目録、貸借対照表及び損益計算書並びに

　　　　これに関する説明書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　【要旨】

　本件は、日本放送協会（ＮＨＫ）の平成17年度の決算書類である。この決算書類によれ

ば、日本放送協会の平成17年度末の資産及び負債の状況は、一般勘定における資産総額

7,203億円に対し負債総額2,584億円、資本総額4,619億円となっている。また、当年度中

の損益の状況は、事業収入が6,749億円、事業支出が6,660億円で当期事業収支は88億円の

黒字となっている。




